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我が国におけるビール醸造の本格的な幕開けは、明治 ₂ 、 ₃ 年ごろにアメリ
カ人のビール醸造技師であるウィリアム・コープランド（William Copeland）
が横浜の山手に当時の居留外国人を対象に ｢スプリング・ヴァレー・ブルワ
リー（Spring Valley Brewery）｣ を創立したこととされている1）。その後、明治
維新の時代に入り、日本人自らビールの醸造・発売を手掛けていくことにな
























































































































アサヒ キリン サッポロ サントリー タカラ
₁₉₄₉（昭和₂₄）年 ₃₆ ₂₅ ₃₈
₁₉₅₃（昭和₂₈）年 ₃₃ ₃₃ ₃₃
₁₉₅₇（昭和₃₂）年 ₃₁ ₄₂ ₂₆ ₁
₁₉₆₄（昭和₃₉）年 ₂₅.₁ ₄₆.₃ ₂₅.₄ ₁.₂ ₁.₉
₁₉₆₈（昭和₄₃）年 ₁₉.₉ ₅₁.₆ ₂₄.₄ ₄.₁
₁₉₇₂（昭和₄₇）年 ₁₄.₁ ₆₀.₂ ₂₁.₃ ₄.₅
₁₉₇₆（昭和₅₁）年 ₁₂.₀ ₆₃.₈ ₁₈.₅ ₅.₇
₁₉₈₀（昭和₅₅）年 ₁₁.₀ ₆₂.₄ ₁₉.₆ ₆.₉
₁₉₈₄（昭和₅₉）年 ₉.₈ ₆₁.₇ ₁₉.₆ ₈.₈
₁₉₈₈（昭和₆₃）年 ₂₀.₆ ₅₀.₈ ₁₉.₈ ₈.₈
₁₉₉₂（平成 ₄ ）年 ₂₄.₀ ₄₉.₇ ₁₈.₂ ₇.₂
₁₉₉₆（平成 ₈ ）年 ₃₀.₄ ₄₆.₆ ₁₇.₁ ₅.₀
₂₀₀₀（平成₁₂）年 ₄₅.₆ ₃₄.₂ ₁₄.₃ ₅.₁
 出所：和田聡子・小西唯雄［₂₀₀₆］、pp. ₁₃₆-₁₃₇をもとに筆者作成。
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止され、ついで₂₀₀₃年 ₉ 月に一定人口数（人口基準免除枠=人口 /基準人口－既存店数）
で店数制限する ｢人口基準｣ が廃止されたのである。
表－ 2　地ビール製造場（者）の推移
年度 平成₆ ₈ ₁₀ ₁₂ ₁₄ ₁₆ ₁₈ ₂₀ ₂₂ ₂₄
製造場数 ₆ ₁₀₃ ₂₅₁ ₂₆₂ ₂₃₀ ₂₄₄ ₂₂₃ ₂₀₆ ₁₉₄ ₁₈₀
製造者数 ₆ ₉₅ ₂₃₁ ₂₄₀ ₂₂₀ ₂₃₂ ₂₁₃ ₁₉₆ ₁₈₄ ₁₇₄
 出所：「酒のしおり」国税庁課税部酒税課（平成₂₆年 ₃月）p. ₅₀をもとに筆者が作成。
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（麦芽比率₆₇%以上） ₇₇.₀₀円 ₄₀.₆% ₂₁₅円前後
発 泡 酒




②リ キ ュ ー ル＝ 麦芽₅₀%未満でスピリッ
ツを加えている）
₂₈.₀₀円 ₂₄.₉% ₁₃₉円前後














すべきはこれら ₃ つの酒税格差であって、ビールに比して発泡酒、第 ₃ のビー






｢節税商品（代替商品）｣ として発泡酒を開発したのである。まず₁₉₉₄（平成 ₆ ）
年にサントリーが ｢ホップス｣ を発売し10）、ついで翌年にはサッポロが「ドラ





















出所：「酒のしおり」国税庁課税部酒税課（平成₂₆年 ₃ 月）p. ₄₅をもとに筆者が作成。
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（National Aeronautics and Space Administration：アメリカ航空宇宙局）が開発
したミクロフィルターを使用して酵母を取り除くことで、加熱殺菌処理をしな

































17） サントリー株式会社［₁₉₉₈］、p. ₁₆₀、p. ₁₈₀。
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れ、麦芽比率をさらに下げる必要があったことから、₁₉₉₆（平成 ₆ ）年に ｢糖化
スターチ｣ を新原料とするスーパークリア製法によって麦芽比率₂₅%未満の ｢
スーパーホップス｣ を発売、さらに₁₉₉₉（平成 ₉ ）年、｢スーパーホップス<マ
グナムドライ>｣ を相次いで発売した22）。よって、ビールよりも低価格を維持
した発泡酒は、サントリーに続いてサッポロ、キリン、かなり遅れてアサヒも
参入し、大手 ₄ 社が出揃ったたことで確実に ｢市民権｣ を得ることになるもの
の、サントリーは近年、大きな決断をしている。具体的には、発泡酒よりも安
価な第 ₃ のビールの登場で発泡酒の売れ行きが大幅に落ち込んできたことか











成 ₇ ）年には「上海市糖業煙酒（集団）有限公司」との間で合弁企業 ｢上海三
22） サントリー株式会社［₁₉₉₈］、p. ₂₃₀。





















































26） 『日本経済新聞』（朝刊）₂₀₀₉年 ₇ 月₁₃日、 ₁ 面。
27） 公正取引委員会ホームページ（報道発表・広報活動）｢平成₂₁年₁₀月₂₈日付　事務総長
定例会見記録｣ より。
28） 公正取引委員会ホームページ（報道発表・広報活動）｢平成₂₂年 ₁ 月₁₃日付　事務総長
定例会見記録｣ より。
29） サントリーホールディングス株式会社ホームページ「ニュースリリース」『キリン社と
の経営統合交渉の終了について（₂₀₁₀. ₂ . ₈ ）』。
20























の経営統合交渉の終了について（₂₀₁₀年 ₂ 月 ₈ 日）』。























まず ₁ つは、₂₀₁₂（平成₂₄）年₁₂月₁₈日、グループ企業の ₁ つであるサント
リー食品インターナショナル（以下、サントリー食品）を東京証券取引所に上
場する方針を公表し、ついに非上場経営から決別したことである33）。柔軟な経
32） なお、世界ビール市場において、₂₀₀₈年のインベヴ（世界第 ₂ 位）によるアンハイザ ・ー






（₂₀₁₂. ₁₂. ₁₈）『サントリー食品インターナショナル株式会社 ₂₀₁₃年―₂₀₁₅年中期計
画』。その後、翌年 ₇ 月 ₃ 日、東証 ₁ 部において上場を果たす。同「 IRニュース」（₂₀₁₃. 
₅. ₂₉）『サントリー食品インターナショナル株式会社の新規上場承認に関するお知らせ』。
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欧州委員会は当買収の審査を完了し、同年 ₄ 月₂₂日に承認した。Press releases database： 
European Commission - MEX/₁₄/₀₄₂₂、 Date：₂₂/₀₄/₂₀₁₄、Mergers： Commission approves 
acquisition of US spirits company Beam by Suntory of Japan.　この審査承認を受けて、サ
ントリーは、同年 ₄ 月₃₀日にビーム社の全発行済株式取得の完了、および合併後の新会
社名を「ビーム サントリー（Beam Suntory）」と変更することを発表した。サントリー



























キリンHD ₂兆₂,₅₄₅ ₁,₄₂₈ ₈₅₆ ₄₀.₆（₃₅.₆）
サントリーHD ₂兆₄₀₂ ₁,₂₆₅ ₁,₉₅₅ ₂₅.₂（₂₀.₇）
アサヒグループHD ₁兆₇,₁₄₂ ₁,₁₇₄ ₆₁₇ ₁₁.₂（₁₀.₀）
サッポロHD ₅,₀₉₈ ₁₅₃ ₉₄ ₁₈.₃（₁₄.₁）
 出所：『朝日新聞』₂₀₁₄年 ₂ 月₁₈日付をもとに筆者作成。 
 （売上高に占める海外割合のカッコ内は前年前期の値。）
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₁ ₁ 中　国 ₄,₂₄₀.₁ ₂₃.₆% ⊖₁.₂% ₄,₄₇₃.₈ ₂₄.₁%
₂ ₂ アメリカ ₂,₄₁₈.₆ ₁₂.₉% ₁.₄% ₂,₃₈₆.₁ ₁₂.₉%
₃ ₃ ブラジル ₁,₂₈₀.₀ ₆.₈% ₁.₅% ₁,₂₆₀.₈ ₆.₈%
₄ ₄ ロシア ₁,₀₅₆.₀ ₅.₆% ⊖₀.₉% ₁,₀₆₆.₀ ₅.₇%
₅ ₅ ドイツ ₈₆₃.₀ ₄.₆% ⊖₁.₆% ₈₇₇.₀ ₄.₇%
₆ ₆ メキシコ ₆₈₉.₀ ₃.₇% ₂.₁% ₆₇₅.₀ ₃.₆%
₇ ₇ 日　本 ₅₅₄.₇ ₃.₀% ⊖₁.₀% ₅₆₀.₃ ₃.₀%
₈ ₈ イギリス ₄₃₁.₉ ₂.₃% ⊖₃.₇% ₄₄₈.₅ ₂.₄%
₉ ₉ ポーランド ₃₇₉.₀ ₂.₀% ₅.₃% ₃₆₀.₀ ₁.₉%
₁₀ ₁₀ スペイン ₃₂₂.₀ ₁.₇% ⊖₁.₈% ₃₂₈.₀ ₁.₈%
₁₁ ₁₃ ベトナム ₃₀₅.₀ ₁.₆% ₈.₉% ₂₈₀.₀ ₁.₅%
₁₂ ₁₁ 南アフリカ ₂₉₈.₀ ₁.₆% ₁.₄% ₂₉₄.₀ ₁.₆%
₁₃ ₁₂ ウクライナ ₂₇₆.₀ ₁.₅% ⊖₂.₁% ₂₈₂.₀ ₁.₅%
₁₄ ₁₄ ベネズエラ ₂₄₀.₀ ₁.₃% ₄.₈% ₂₂₉.₀ ₁.₂%
₁₅ ₁₄ カナダ ₂₃₀.₀ ₁.₂% ₀.₄% ₂₂₉.₀ ₁.₂%
₁₆ ₁₆ コロンビア ₂₁₇.₀ ₁.₂% ₂.₈% ₂₁₁.₀ ₁.₁%
₁₇ ₂₂ インド ₂₀₈.₀ ₁.₁% ₁₂.₄% ₁₈₅.₀ ₁.₀%
₁₈ ₁₇ 韓　国 ₂₀₇.₀ ₁.₁% ₁.₅% ₂₀₄.₀ ₁.₁%
₁₉ ₁₉ ナイジェリア ₂₀₀.₀ ₁.₁% ₂.₆% ₁₉₅.₀ ₁.₁%
₂₀ ₁₈ フランス ₁₉₄.₀ ₁.₀% ⊖₁.₅% ₁₉₇.₀ ₁.₁%
₂₁ ₂₀ チェコ共和国 ₁₉₀.₅ ₁.₀% ₁.₁% ₁₈₈.₅ ₁.₀%
₂₂ ₂₆ タ　イ ₁₈₉.₀ ₁.₀% ₁₃.₂% ₁₆₇.₀ ₀.₉%
₂₃ ₂₃ アルゼンチン ₁₈₇.₀ ₁.₀% ₂.₇% ₁₈₂.₀ ₁.₀%
₂₄ ₂₁ オーストラリア ₁₈₃.₀ ₁.₀% ⊖₂.₇% ₁₈₈.₀ ₁.₀%
₂₅ ₂₅ ルーマニア ₁₈₂.₀ ₁.₀% ₇.₁% ₁₇₀.₀ ₀.₉%
 出所：キリン株式会社ホームページ（ニュースリリース） 　　　　　
 「『キリンビール大学』レポート（₂₀₁₄年 ₁ 月 ₈ 日）」より抜粋。
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（注）本稿は、₂₀₁₄年 ₅ 月 ₅ 日時点の情報に基づくものである。
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The Competition among Companies of 
the Beer Industry in Japan
 Satoko Wada
ABSTRACT
In this paper, I examined the future prospects and the contents of the 
competition among companies of the beer industry in Japan.
It can be said that the characteristic of Japanese beer industry was 
traditionally “regulated industry” at the same time as “highly oligopolistic 
industry”. In Japan, the economic slump has continued, and since the 
₁₉₉₀s, each beer maker has developed “tax-saving goods”, such as a low-
malt beer, one after another.And in recent years, it is also making efforts 
to the development of the premium beer aggressively. Therefore, the 
competition among rivals of the beer industry is in an active situation.
By the way, the declining birthrate combined with the aging 
population has accelerated in our country. In addition, the young 
generation tends not to drink the beer so much. 
That is why, there will be a limit for Japanese beer makers to grow 
further in the domestic market. So, they are increasingly targetting the 
export markets.
It is very important what kind of the original corporate strategies 
Japanese beer makers could make, so that they compete against the 
world mega beer makers.
  
Keywords：beer industry; competition; liquor tax; innovation; M&A.
JEL Classiﬁcation Numbers：L₁₃; K₂₁; L₆₆. 
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